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しくなっており、回収率の低下が生じて

いる。これに対して、「インターフェイ

ス型調査」は、他の調査方法では捕捉が

困難な若い世代からの回答を得ること

ができる。

ｃ．住民基本台帳等からの標本調査にく

らべて、人的および費用的コストが低く、

継続的な実施が可能となる。

ｄ．現在、各警察で広く採用されている

外部委託による調査とは異なり、警察が自

前で実施する調査は、調査主体の問題意識

や政策課題に応じたテーラーメイドの調査

が可能となる。

ｅ．各都道府県警察で同じように実施で

きる現実的な方法であるため、同一条件で

継続しやすい。加えて、すでに、いくつか

の都道府県警察では試験場における調査が

行われており、継続的に実施している都道

府県警察も存在する。

ｆ．運転免許試験場等で行う「インター

フェイス型調査」は、他の機関にはない警

察オリジナルの調査である。調査を継続的

に行うことを通じて、結果の蓄積は「警察

独自の資産」となり、非常に大きな意義を

持ちうる。

．「インターフェイス型調査」の課題

本調査の対象は、運転免許試験場等に訪

れた運転免許更新申請者である。免許更新

の講習区分には「優良」、「一般」、「違反」、

「初回」、「高齢者」の５つがあり、「高齢者」

と「初回」は、年齢構成に大きな偏りがあ

る。本調査の結果で各都道府県における代

表性を担保するためには、都道府県ごとの

年齢層別人口比率に概ね準じるよう、対象

者の年齢層を免許更新の講習区分から推測

し、事前に割り付けることが望ましい。

しかしながら、平成 年に行った『全国

統一治安意識調査（全国調査）』の実施状況

等からは、講習区分ごとの調査対象者数の

決定や調査票の管理は、各都道府県警にと

って負荷が非常に大きく、現実的ではない

ことが明らかとなった。

警察オリジナルのインターフェイス型調

査である「全国調査」では、調査方法を統

一することで、地域間・経年間の比較可能

性が、さらには得られた都道府県ごとのデ

ータの客観性が担保される。

本調査にとって「調査方法の統一」は非

常に重要である。一方、その方法をあまり

細かく規定すると、調査の実効性そのもの

が損なわれてしまう。「各都道府県警察に自

らの調査として実施してもらうこと」を第

一義に、統一された調査方法の中にも、各

都道府県の実情に応じ柔軟に検討できる余

地を残すことが肝要であろう。

「全国調査」の結果を踏まえ、われわれ

有識者委員会では、「都道府県警察における

実施のしやすさ」及び「対象者の答えやす

さ」を主眼に、調査の基本的な方法を再検

討し修正を加え、確定版を提案した次第で

ある。また、調査実施要領や基礎的集計方

法等も含めた標準マニュアルも作成してい

る 詳しくは、住民の意識調査に関する有識

者検討委員会『平成 年度警察庁委託調査

研究報告書：地域の犯罪実態の分析に向け

た意識調査に関する調査研究』 を参

照されたい 。

（埼玉大学社会調査研究センター教授）
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．はじめに：「全国統一治安意識調査」にお

けるサンプリングをどのように考えるか

．背景

犯罪学においては、実際の犯罪被害を対

象とした研究だけでなく、体感治安や犯罪

不安についても多くの研究が蓄積されてき

た。体感治安や犯罪不安は、犯罪被害とは

異なる理由によって人々や社会に弊害をも

たらす。たとえば、犯罪不安はうつの発症

や身体機能の低下と関連する（

）。また、地域に

おける高い犯罪不安は住民の主観的健康を

低減し、これが健康の地域間格差の一部を

説明する（ ）。犯罪被害およ

び体感治安・犯罪不安に関連する社会的要

因は必ずしも同じではないため（

）、体感治安や犯罪不安は、

犯罪被害とは独立した、犯罪学研究におけ

る主要な目的変数となっている。

従来から日本においては実際の刑法犯認

知件数と体感治安の乖離が大きいことが知

られており（ ）、 年時点の

統計では、日本では急激に刑法犯認知件数

が減少し続けていたにもかかわらず（法務

省法務総合研究所 ）、人々の体感治安

が低い水準で維持されていたことが示され

ている（内閣府 ）。すなわち、犯罪の

実態と地域住民の体感治安の間にはズレが

あり、そのため、適切に社会の体感治安を

評価し、体感治安に特異的に関連する要因

を明らかにすることが重要となる。しかし

ながら、現在のところ、日本社会全体で標

準的な方法で、体感治安を測定しその時系

列的変化を観察するための調査手法や、地

域間の比較を行えるような調査の枠組みは

存在していない。

そこで、全国の市民の治安に関する意識

を調査することを目的とした「住民の意識

調査に関する有識者研究委員会」では、都

道府県間比較や時系列的な比較が可能な標

準的な調査項目および調査方法を開発する

ために、運転免許試験場等にて「インター

フェイス型調査」を実施した。本稿は、ラ

ンダムサンプリングを用いない本調査手法

が回答者の属性・調査結果に与える影響に

ついて検討し、日本社会の治安を測定する

ための手法として妥当性を有するかを検証

することを目的とした。

．インターフェイス型調査

近年郵送調査において、回答者の個人情

報保護意識の高まりから、回収率の低下が

問題となっている。一般的な郵送調査では、

回答者の抽出は住民基本台帳や選挙人名簿

からのランダムサンプリングを用いて行わ

れるため、調査データの統計学的分析の前

提となる母集団の代表性は、サンプリング

の段階では満たされている。しかしながら、

系統的な理由により回収率が低くなる場合

には（たとえば、教育年数が長い人ほど個

人情報流出を心配して返送しない、など）、

選択バイアスが生じ、母集団の姿を適切に

推測することが困難となってきているのが

現状の問題である。

上記のような状況を考慮し、「住民の意識

調査に関する有識者研究委員会」では、

年 月 日～ 月 日の間、運転免許証更

新のために運転免許試験場・センターや警

察署を訪れた一般市民を対象に、体感治安

や警察への信頼についての自記式質問紙調

査を行う「インターフェイス型」の「全国
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性別を被説明変数とした分析結果を表

に示す。 において、 （ヌル

モデル）で示された都道府県間の分散が大

幅に減少した（ から ）。

では、都道府県レベルの日曜日回答者割合、

試験場・センター回答者割合、違反区分回

答者割合が性別と関連を持つことが示され

た。このうち試験場・センター回答者割合

と違反区分回答者割合は、各都道府県の免

許保有者人口全体から算出された男性割合、

平均年齢、違反区分者割合、センター更新

者割合、および人口密度を調整してもなお

性別との統計学的に有意な関連を示した

（ ）。

年齢を従属変数とした分析（表 ）にお

いては、ヌルモデル（ ）で示された

分散成分は地域レベル変数を投入した

において大幅に減少することが示

された（ から ）。日曜日回答者

割合、試験場・センター回答者割合、違反

区分回答者割合はそれぞれ年齢と負の関連

を持っており（ ）、これらのうち試

験場・センター回答者割合と違反区分回答

者割合は、免許保有者人口統計の変数、お

よび人口密度を調整しても、統計学的に有

意であった（ ）

表 性別を被説明変数としたマルチレベルポアソン（ロバスト標準誤差）モデル

被説明変数：

個人レベル変数
日曜日ダミー
教室・講習室ダミー
試験場・センターダミー
違反区分ダミー
都道府県レベル変数
日曜日回答者割合
教室・講習室回答者割合
試験場・センター回答者割合
違反区分回答者割合
免許統計_男性割合
免許統計_平均年齢
免許統計_センター更新者割合
免許統計_違反区分者割合

人口密度（人口/km ）
分散成分

性別（男性=1, 女性=0）
Model 1 (ヌルモデル)
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表 年齢を被説明変数としたマルチレベル順序ロジットモデル

次に、都道府県レベルの指標が調査の測

定項目と関連するかを検討するために、体

感治安を被説明変数とした分析を行った。

表 の では都道府県レベルの日曜

日回答者割合が治安認識と統計学的に有意

な負の関連を示したが（ －

）、性別と年齢を調整した に

おいてはその関連は有意とならなかった。

最後に、警察への信頼を被説明変数とし

た分析結果を表 に示す。 より、日

曜日回答者割合、試験場・センター回答者

割合、違反区分回答者割合が警察への信頼

と負の関連を持つことが示された。これら

のうち試験場・センター回答者割合と違反

区分回答者割合は、性別と年齢を調整して

もなお統計学的に有意であった（ ）。

表 体感治安を被説明変数としたマルチレベル順序ロジットモデル

被説明変数

個人レベル変数
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免許統計_平均年齢
免許統計_センター更新者割合
免許統計_違反区分者割合

人口密度（人口/km ）
分散成分

年齢カテゴリ（順序尺度）
Model 1 (ヌルモデル)

10歳代・20歳代
30歳代
40歳代
50歳代
60歳代
70歳以上

分散成分

被説明変数：

都道府県レベル変数

体感治安（順序尺度）
Model 1（ヌルモデル）

個人レベル変数
性別（男=1, 女=0）
年齢

日曜日ダミー
教室・講習室ダミー
試験場・センターダミー
違反区分ダミー

日曜日回答者割合
教室・講習室回答者割合
試験場・センター回答者割合

人口密度（人口/km ）

違反区分回答者割合
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表 年齢を被説明変数としたマルチレベル順序ロジットモデル
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Prefecture-Level Analysis of Subjective Security and Fear of Crime in Residential 
Areas: The Effect of Reported Penal Code Offense Cases 

Since the beginning of the 21st century, criminology literature has focused on the 
discrepancy between fear of crime, subjective security, and objective security. In 2015, 
the National Uniform Subjective Security Survey was carried out by the National 
Police Agency. This questionnaire compared all the prefectures in Japan for the first 
time. This study aims to observe whether subjective security matched the number of 
reported penal code offense cases. In this study, prefecture-level correlation and a 
multiple regression analysis were used to test fear of crime, subjective security of 
residential areas, and reported penal code offense cases. The results revealed that the 
fear of crime and subjective security were significantly positively associated with the 
number of reported penal code offense cases.




